
令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

妥当性 Ａ

保健福祉審議会は市民参加条例、四街道市保健福祉審
議会条例により、また、避難行動要支援者避難支援体制
整備事業は災害対策基本法により実施する必要がありま
す。

有効性 Ａ
福祉施策の推進において外部委員、市民の意見を取り入
れることができることから有効です。

効率性 Ａ
審議会等会議においては複数の議題をまとめて開催する
等、工夫して実施しています。

妥当性 Ａ 社会福祉法第５６条第１項の規定により実施しています。

有効性 Ａ 社会福祉法人の適切な運営のために有効です。

効率性 Ａ 社会福祉法、国の審査基準等に基づき実施しています。

妥当性 Ａ
地域福祉施設に関しては、地方自治法第２４４条、第２４２
条の２の規定により実施しています。

有効性 Ａ
高齢者や福祉団体の生きがいづくりや福祉福祉活動の形
成に寄与しています。

効率性 Ｂ
中央公園屋根付多目的運動場の管理運営について、事
務の効率化の観点から公園所管課への移管を引き続き
検討しています。

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価

保健福祉審議会は８回
（審議会２回、健康づく
り部会３回、高齢者部
会３回）、福祉有償運送
運営協議会は１回（令
和５年８月）それぞれ開
催しました。
避難行動要支援者避
難支援体制整備事業
区・自治会マニュアルと
チラシを改訂し、年間３
件の出前講座を実施し
ました。また、ホーム
ページにも本事業につ
いて掲載しました。
市民後見人の養成講
座を１回（令和５年１１
月から令和６年３月ま
で計８日間）、成年後見
人制度公開講座を１回
（令和５年８月）開催し
ました。

現行どおり

保健福祉に対する需要
は年々増加しているこ
とから、効率性に注視し
つつも外部委員や公募
市民の意見を取り入れ
ることができる審議会
等を効果的に開催しま
す。また、避難行動要
支援者避難支援体制
整備事業の利用者を増
加させるため、区・自治
会、市民への広報・啓
発活動を行うとともに、
個別避難計画の策定を
進めます。更に、市民
後見人のフォローアップ
研修や公開講座を行な
い、市民後見人の育成
支援や制度の周知を行
います。

1
福祉施策推進事
業

社会福祉課
各種福祉施策の適正
な運営により市民福祉
が充実している。

保健福祉審議会の運
営、福祉有償運送運営
協議会の運営、避難行
動要支援者に関する事
務、若者育成支援に関
する事務、市民後見人
に関する事務等を行
う。

事業の
方向性

事業の展開方針

3
地域福祉施設管
理運営事業

社会福祉課

高齢者や福祉団体が、
生きがいづくりや地域
福祉活動を行ってい
る。

地域福祉施設の管理
運営を行うとともに、新
たな地域福祉施設を検
討する。

市が所管する社会福祉
法人２法人の運営管理
及び会計状況につい
て、指導監査を行いま
した。監査を行うことで
社会福祉法人の適正
な運営を監督すること
ができました。

現行どおり

市が所管する社会福祉
法人に対し、指導監査
を実施し、社会福祉法
人の適正な運営を監督
します。

高齢者や福祉団体に
対して、生きがいづくり
や地域福祉活動を行う
拠点を提供できました。
中央公園屋根付運動
場の事務移管について
は、関係課との協議を
行えませんでした。

一部改善

高齢者や福祉団体の
活動拠点の整備・運営
を行います。また、中央
公園屋根付運動場の
事務移管について協議
を進めます。

2
社会福祉法人指
導監査事業

社会福祉課
社会福祉法人の運営
が適正かつ円滑に行
われている。

市が所管する社会福祉
法人に対し、指導監査
を実施し、監査結果を
通知する。
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具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
地方自治法第２４４条、第２４２条の２の規定により実施し
ています。

有効性 Ａ
市民の保健向上とレクリエーション活動の健全な育成に
寄与しています。

効率性 Ａ
指定管理者制度により効率的・効果的な管理運営を実施
しています。

妥当性 Ａ
高齢者の増加に伴い、市として地域の団体等が行う高齢
者の生きがいづくり、社会参加の場に対する支援は継続
して実施する必要があります。

有効性 Ａ
高齢者の生きがいづくり、社会参加の促進につながってい
ます。

効率性 Ａ
総合福祉センター等の公共施設の活用による「場の提供」
には限界があり、安定的な場の提供が困難であることを
考えると、補助金による運営費の補助は効率的です。

妥当性 Ａ
地方自治法第２４４条、第２４２条の２の規定により実施し
ています。

有効性 Ａ 市民の福祉活動の拠点として大きく寄与しています。

効率性 Ａ
指定管理者制度により効率的・効果的な管理運営を実施
しています。

4
保養センター管理
運営事業

社会福祉課
市民が保健向上とレク
リエーション活動を健全
に育成している。

保健向上とレクリエー
ション活動を健全に育
成するための施設であ
る保養センターの管理
運営を指定管理者制度
により行う。

5
シニア憩いの里
運営支援事業

社会福祉課
地域の高齢者が生きが
いづくりや集いの場とし
て活用している。

シニア憩いの里の運営
に対し補助金を支出し
て支援事務を行う。

市民に対して、保健向
上とレクリエーション活
動の健全な育成を行う
場を提供できました。

現行どおり

指定管理者により、利
用者のニーズに応えら
れるようサービスの提
供を行っていきます。

6
総合福祉センター
管理運営事業

社会福祉課

市民が利用できる公の
施設を運営することに
より、市民が、市民福
祉向上のための活動を
行う。

市民福祉を向上させる
ための施設である総合
福祉センターの施設管
理、運営を指定管理に
より行う。

地域の高齢者が生きが
いづくりや集いの場とし
て活用できる拠点の運
営に対して支援を行う
ことができました。

現行どおり

高齢者の生きがいづく
りを目的とした施設の
設置運営を補助してい
きます。

市民に対して、市民福
祉向上のための活動
拠点を提供できました。

現行どおり

利用者のニーズに応え
られるよう、総合福祉セ
ンターの施設管理、運
営を指定管理者制度に
より行います。
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令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
地方自治法第２４４条、第２４２条の２の規定により実施し
ています。

有効性 Ａ 市民の福祉活動の拠点として大きく寄与しています。

効率性 Ａ
指定管理者制度により効率的・効果的な管理運営を実施
しています。また、ふれあいセンターにおける受益者負担
を導入しています。

妥当性 Ａ 社会福祉法第８２条の規定により実施しています。

有効性 Ａ
利用者からの苦情の相談を受けることにより、より良い施
設運営につながります。

効率性 Ａ
相談員に対しては、報酬の支払いはなく費用弁償のみの
支払いであることから、最低限の費用で実施しています。

妥当性 Ａ 民生委員法第１７条に基づき実施しています。

有効性 Ａ

地域住民の立場に立って地域福祉を担う民生委員の活動
支援は、福祉のまちづくり推進に寄与しています。今後
は、高齢者人口の増加により見守り対象者が増えるなど、
内容や水準等の増強が必要となる可能性があります。

効率性 Ａ

高齢化する本市において民生委員の活動環境をサポート
するためには、財政的な支援を引き続き行う必要がありま
す。定数は人口規模に応じて県条例で定められています
が、最低限の人員で行っています。

7
南部総合福祉セ
ンター管理運営事
業

社会福祉課

市民が利用できる公の
施設を運営することに
より、市民が、市民福
祉向上のための活動を
行う。

市民福祉を向上させる
ための施設である南部
総合福祉センターの施
設管理、運営を指定管
理により行う。

8
福祉施設苦情相
談員設置事業

社会福祉課

相談員を設置すること
で、施設利用者が施設
に対する苦情を相談で
きる体制を提供する。

市が設置している福祉
施設に関する苦情を解
決するための苦情相談
員を委嘱している（対象
施設：中央・千代田保
育所、くれよん）。

市民に対して、市民福
祉向上のための活動
拠点を提供できました。

現行どおり

利用者のニーズに応え
られるよう、南部総合福
祉センターわろうべの
里の施設管理、運営を
指定管理者制度により
行います。

9 民生委員事業 社会福祉課

民生委員・児童委員及
び民生委員・児童委員
協議会は活動費等の
財源が得られる事によ
り、民生委員活動を活
発化することができる。

民生委員・児童委員の
推薦及び活動支援、民
生委員・児童委員協議
会の運営を支援するた
めの補助を行う。

施設利用者が施設に
対する苦情を相談でき
る体制を提供できまし
た。

現行どおり

市が設置している福祉
施設に関する苦情を解
決するための相談員を
設置します。

民生委員推薦準備会を
１回、民生委員推薦会
を１回開催し、民生委
員・児童委員候補者を
県に推薦しました。
地域における相談・助
言活動、あるいは関係
機関へのつなぎ役とし
て地域に根ざした活動
を行う民生委員・児童
委員活動及び組織運
営を支援することによ
り、市民福祉の向上に
寄与しました。

現行どおり

民生委員・児童委員が
地域で活動しやすいよ
う、研修や情報交換を
随時行います。また、欠
員が生じた地区につい
ては、欠員補充に向け
て一層の支援を行いま
す。
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具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ 日本赤十字法に基づき実施しています。

有効性 Ａ
四街道市赤十字奉仕団の活動や献血など、地域福祉の
推進に大きく寄与しています。

効率性 Ａ

事業費はすべて日赤から交付されています。地区補助金
は通常、地区からの社資の割合で決定しているため、社
資が減少傾向にある現在、全体経費も減少にあります
が、限られた予算内で実施しています。

妥当性 Ａ 老人福祉法第１３条の規定により実施しています。

有効性 Ａ

高齢化が進む中、高齢者が生きがいを持って生活できる
よう自主的に活動し、社会的な役割を果たしているシニア
クラブに対して補助金を交付し活動に係る経済的支援を
行うことにより、安定的な運営や活動の活性化に寄与して
います。

効率性 Ａ

国・県からも補助金の交付があり、市が間接的に交付して
います。シニアクラブは事業の企画・立案等について自立
して活動することができることから、補助金を交付すること
で支援を行っている現在の方法は効率的です。

妥当性 Ａ

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第３６条におい
て、定年退職者等の職業生活の充実に資するため、臨時
的かつ短期的な就業を希望する者について、その希望に
応じた就業の機会を提供する団体を育成することに努め
る旨、規定されていることから実施しています。

有効性 Ａ
就労機会の確保のみならず、高齢者の生きがいづくり、健
康づくり、地域とのコミュニケーションの強化につながって
おり、今後も引き続き支援していく必要があると考えます。

効率性 Ａ
受託事業の増加に伴い、補助金交付額も年々減少傾向
にあります。

10 日本赤十字事業 社会福祉課
各種実施事業を支援
し、赤十字活動が円滑
に運営されている。

社資募集・災害救援・
災害時募金・献血推進
実施・奉仕団・青少年
赤十字・救急法などの
普及活動に関する事務
などを行う。

11
シニアクラブ支援
事業

社会福祉課

シニアクラブ連合会及
び単位シニアクラブの
活動が活性化してい
る。

シニアクラブ連合会及
び単位シニアクラブに
対する補助金支出事
務・各種実施事業支援
事務・運営指導事務を
行う。

日本赤十字社の事業を
滞りなく進め、地区内
の理解と多大な協力を
得ることができました。

現行どおり
赤十字活動の啓発を進
め、事業の支援を行い
ます。

12
シルバー人材セ
ンター支援事業

社会福祉課

シルバー人材センター
が安定的な財源を確保
し、センターの活動が
活性化している。

高齢者の臨時的・短期
的就業機会の確保・提
供を行っているシル
バー人材センターに対
し補助金を交付し、そ
の組織及び活動を支援
する。

シニアクラブ連合会及
び単位シニアクラブの
活動を支援することに
より、高齢者の社会参
加、健康維持、生きが
いづくりの推進を行い
ました。

現行どおり

シニアクラブ連合会及
び単位シニアクラブが
活発に活動し、高齢者
の生きがいづくりにつな
がるよう支援していきま
す。

シルバー人材センター
に対して運営費の一部
を補助したことにより、
安定した運営を支援
し、高齢者の就労を援
助することができまし
た。

現行どおり

自主財源の確保が依
然として十分な状況に
至らないため、今後も
現行どおり支援します。
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令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
社会福祉法第５８条において、地方公共団体は条例の定
める手続きに従って、社会福祉法人に対し、補助金を支
出することができる旨、規定されています。

有効性 Ａ
社会福祉協議会が行う事業を支援することは、地域福祉
のまちづくりを推進するために有効な手段です。

効率性 Ａ
社会福祉協議会の活動環境をサポートするためには、財
政的な支援を引き続き行う必要があります。

妥当性 Ａ

多年にわたり社会の発展向上に寄与された高齢者に対し
て長寿を褒賞し、市民の敬老意識を高めることにより、高
齢者福祉を向上することを目的として長寿者褒賞規則に
基づき実施しており、必要性が高い事業です。

有効性 Ａ
長寿者への敬意を示すことで高齢者の生きがいづくりに
つながっています。

効率性 Ａ
対象者の増加に伴い、コストは増加傾向にありますが、単
価の引き下げなどで対応しています。

妥当性 Ａ

特別弔慰金等の事務は戦傷病者戦没者遺族等援護法に
基づき実施しています。また、戦没者を追悼し、恒久平和
を祈念するため、戦没者追悼式は引き続き実施する必要
があります。

有効性 Ａ

遺族の高齢化などにより、遺族会の会員は減少傾向にあ
り、それに伴い戦没者追悼式への参列者も減少していま
すが、若い世代へと戦争の悲惨さを語り継ぐために、市で
継続的に行っている唯一の事業であると言えます。

効率性 Ａ
この事業の主なものである戦没者追悼式については、新
たに大きな経費が発生することは考えにくく、内容を精査
して実施しています。

13
社会福祉協議会
支援事業

社会福祉課

社会福祉協議会が安
定的な財源を確保し、
地域福祉活動を活性化
する。

地域福祉推進のため、
社会福祉協議会へ補
助金を交付する。

14 長寿者褒賞事業 社会福祉課

長年社会に貢献した長
寿者へ敬意を示すこと
で、高齢者の生きがい
づくりにつながってい
る。

記念品の購入事務、祝
い状の作成事務、
１００歳・９５歳・９０歳の
誕生日を迎えた高齢者
への褒賞事務などを行
う。

社会福祉協議会の運
営を支援したことによ
り、地域に密着し福祉
サービスに寄与した社
会福祉・地域福祉を充
実させることができまし
た。

現行どおり

近年の核家族化や少
子高齢化の進行といっ
た社会情勢の変化によ
り、社会福祉協議会が
行う地域福祉の需要は
増加していますが、会
費収入が横ばいで推移
している状況から、現行
どおり支援していきま
す。

15
戦傷病者戦没者
遺族等援護事業

社会福祉課

戦傷病者戦没者遺族
の援護及び恒久平和を
祈念する意識が醸成さ
れている。

特別弔慰金などの事務
並びに遺族会の支援
及び戦没者追悼式の
挙行、遺族会の事務を
行う。

記念品を贈呈すること
で、長年社会に貢献し
た長寿者へ敬意を示
し、高齢者の生きがい
づくりにつなげることが
できました。

現行どおり

記念品の購入事務、祝
い状の作成事務、１００
歳・９５歳・９０歳の誕生
日を迎えた高齢者への
褒賞事務などを行いま
す。

戦没者追悼式を実施す
るとともに、遺族会の活
動支援を行うことによ
り、遺族の援護及び恒
久平和を祈念する意識
を醸成することができ
ました。

現行どおり

遺族会活動の支援と弔
慰金等の事務を行いま
す。また、遺族の高齢
化などにより、遺族会
の会員は減少傾向にあ
るため、広報等で周知
するなど、遺族会の会
員増強を行っていきま
す。
（戦没者追悼式は隔年
で挙行しているため、令
和６年度は実施しませ
ん。）
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
生活保護法第１９条第１項において「都道府県、市町村が
保護を決定し、かつ実施しなければならない。」旨規定さ
れています。

有効性 Ａ
被保護者の個別の状況に応じた自立助長策として、本市
独自に策定した個別支援プログラムに基づき支援を行っ
ています。

効率性 Ａ
生活保護法令及び要領等により、適正に実施していま
す。

妥当性 Ａ

市から県へデータや資料の提供を行うことにより、国・県・
市の生活保護状況資料の基になり、生活保護業務を行う
のに、必要な予算等の資料として活用することができると
ともに、生活保護法に基づく調査の実施及び医療扶助の
適正実施を行うことができるため、継続する必要がありま
す。

有効性 Ａ
頻回・重複受診等の指導を行うとともに、レセプト再審査
等により、医療扶助費を削減し、生活保護費の適正な支
出を行うことができます。

効率性 Ａ
面接相談員や医療扶助相談員・指導員の配置により、効
果的な相談業務の実施並びにケースワーカー活動を充実
させることができます。

妥当性 Ａ
行旅病人及行旅死亡人取扱法第２条及び第７条、千葉県
行旅病人及行旅死亡人取扱法施行細則、墓地、埋葬等
に関する法律第９条により実施しています。

有効性 Ａ

行旅病人に対して医療給付などによる救護を行うこと、行
旅死亡人及び身元引受人のいない遺体を引き取り埋火葬
などを行うことで、公衆衛生、社会秩序が保持されていま
す。

効率性 Ａ
法令の定めに基づき事業を継続し、事業の性格上速やか
な対応が要求されることから、合理的かつ適正な事業を
実施しています。

16
生活保護給付事
業

社会福祉課

生活保護の要否を判定
し、適正に実施すること
により、保護を要する
人の最低限度の生活
が保障できるとともに、
その自立を助長するこ
とができる。

生活保護法に基づき、
最低限度の生活を保障
するとともに、自立を助
長するため、受給資格
がある生活困窮者に対
し必要な保護を行う。

17
生活保護給付事
務事業

社会福祉課

生活保護法に基づく調
査・実施などに要する
経費の支払などの事務
を行うとともに医療扶助
相談員・指導員や医療
事務管理士を配置し、
医療扶助の適正化対
策を行うことにより保護
費が削減される。

生活保護法第２９条調
査の実施等における事
務費やその他必要な経
費の支出を行う。また、
頻回・重複受診等の指
導を行うとともに、レセ
プト再審査等により、医
療扶助費を削減し、生
活保護費の適正な支
出を行う。

生活保護を必要とする
人に生活を保障すると
ともに、自立に向けた
取組を実施し、生活の
向上を目指すことがで
きました。

現行どおり

生活保護法に基づき、
最低限度の生活を保障
するとともに、自立を助
長するため、受給資格
がある生活困窮者に対
し必要な保護を行いま
す。

18
行旅死亡人等墓
埋事業

社会福祉課

行旅病人に対し医療給
付などによる救護を行
うこと、行旅死亡人及
び身元引受人のいない
遺体を引き取り埋火葬
などを行うことで、公衆
衛生、社会秩序が保持
されている。

諸規定で定められてい
る処理により、かかる
費用を給付する。

生活保護法に基づく各
種調査を実施し、受給
資格の可否を問い、不
正受給を防止すること
ができました。また、レ
セプト点検や医療扶助
相談員・指導員の指導
により生活保護費を適
正に支出しました。

現行どおり

生活保護法に基づく、
調査の実施等における
事務費やその他必要な
経費の支出を行いま
す。また、頻回・重複受
診等の指導を行うととも
に、レセプト再審査等に
より、生活保護費を適
正に支出します。さら
に、生活保護受給者へ
の健康管理支援を行う
ため、医療レセプト等の
データについて、収集、
分析を行います。

現行どおり

行旅病人に対し、医療
給付などによる救護を
行うこと、行旅死亡人及
び身元引受人のいない
遺体を引き取り埋火葬
などを行います。

行旅死亡人及び身元
引受人のいない遺体を
引き取り埋火葬等を行
うことで、公衆衛生、社
会秩序が保たれまし
た。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者に対する自
立の支援に関する措置を講ずることにより、自立を促進す
るものであり、今後も継続して実施する必要があります。

有効性 Ａ
生活困窮者に自立相談支援事業の実施、住居確保給付
金の支給等の支援を行うことにより、早期自立の支援を
行っています。

効率性 Ａ
生活困窮者自立支援法に基づく事業であり、国庫負担金
及び国庫補助金の対象となります。

妥当性 Ａ
令和５年１１月２日の経済対策に基づく地方創生臨時交
付金の「低所得世帯支援枠」の増額に伴い、実施しまし
た。

有効性 Ａ
速やかに支給を行うことで、生活・暮らしの支援を行うこと
ができました。

効率性 Ａ 業務の一部を委託することで、効率的に実施しました。

妥当性 Ａ
低所得世帯支援及び定額減税を補足する給付について
重点支援地方創生臨時交付金「給付金・定額減税一体支
援枠分」が新設されたことから実施しました。

有効性 Ａ
速やかに支給を行うことで、生活・暮らしの支援を行うこと
ができました。

効率性 Ａ 業務の一部を委託することで、効率的に実施しました。

生活保護に至る前の段
階の自立支援策を強化
し、生活困窮者に自立
相談支援事業の実施、
住居確保給付金の支
給その他の支援を行い
生活向上を目指しまし
た。

現行どおり

生活困窮者に対し、自
立相談支援事業の実
施、住居確保給付金事
業、就労準備支援事
業、家計相談支援事業
を行い、生活困窮状態
からの早期自立を支援
します。

社会福祉課

物価高騰の負担感が
特に大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯）
に対して、１世帯７万円
の給付金を支給する。
また、同世帯の１８歳以
下の児童１人につき５
万円を加算して支給す
る。

住民税非課税世帯の
各世帯主に対し、７万
円を支給する。同世帯
の１８歳以下の児童１
人につき５万円を加算
して支給する。

給付金を支給すること
で、物価高騰により生
活に影響を受けている
世帯の支援を行うこと
ができました。

現行どおり

社会福祉課

物価高騰の負担感が
特に大きい低所得世帯
（住民税均等割のみ課
税世帯）に対して、１世
帯７万円の給付金を支
給する。また、同世帯
の１８歳以下の児童１
人につき５万円を加算
して支給する。

住民税均等割のみ課
税世帯等の各世帯主
に対し、７万円を支給
する。同世帯の１８歳
以下の児童１人につき
５万円を加算して支給
する。

19
生活困窮者自立
支援事業

社会福祉課

現に経済的に困窮し、
最低限度の生活を維持
することができなくなる
恐れがある人に対し
て、自立に向けた取組
を実施することで、生活
が向上する。

生活困窮者自立支援
法に基づき、生活困窮
者に対し、自立相談支
援事業の実施、住居確
保給付金事業、就労準
備支援事業、家計改善
支援事業を行い、生活
困窮状態からの早期自
立を支援する。

非課税世帯に対して、
こども加算分の給付を
実施します。

給付金を支給すること
で、物価高騰により生
活に影響を受けている
世帯の支援を行うこと
ができました。

現行どおり
均等割のみ課税世帯に
対して、給付金を支給し
ます。

20

住民税非課税世
帯支援給付金追
加支給事業
（新規事業）

21

住民税均等割の
み課税世帯支援
給付金追加支給
事業
（新規事業）
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「低
所得世帯支援枠」が増額されたことを受け、実施しまし
た。

有効性 Ａ
速やかに支給を行うことで、生活・暮らしの支援を行うこと
ができました。

効率性 Ａ 業務の一部を委託することで、効率的に実施しました。

妥当性 Ａ
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金「推
奨事業メニュー」が増額されたことを受け、実施しました。

有効性 Ａ
速やかに支給を行うことで、生活・暮らしの支援を行うこと
ができました。

効率性 Ａ 業務の一部を委託することで、効率的に実施しました。

妥当性 Ａ

老人福祉法に基づき、実施する事業であり、環境上、経済
上の理由により、居宅において生活することが困難な人を
施設に入所させ、生活の援護をするうえで、必要な事業で
す。

有効性 Ａ
老人福祉法に基づき、実施する事業であり、環境上、経済
上の理由により、居宅において生活することが困難な人を
施設に入所させ、生活の援護を行っています。

効率性 Ａ
国通知の「老人ホームへの入所措置等の指針について」
のとおり実施しており、入所状況把握調査を行うなどして、
効率的に事業を実施しています。

22

住民税非課税世
帯支援給付金支
給事業
（新規事業）

社会福祉課

コロナ禍における物価
高騰対策として、生活
に影響を受ける度合い
が特に大きい低所得世
帯（住民税非課税世
帯）に対して、１世帯３
万円の給付金を支給す
る。

住民税非課税世帯の
各世帯主に対し、３万
円を支給する。

給付金を支給すること
で、物価高騰により生
活に影響を受けている
世帯の支援を行うこと
ができました。

完了

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨
時交付金を活用した、
令和５年度単年度事業
です。

24
老人保護措置事
業

高齢者支援課

環境上、経済上の事情
により居宅において養
護を受けることが困難
な者が施設に入所し、
生活の援護を受けるこ
とができる。

措置が必要な高齢者に
対し、老人ホーム入所
判定委員会により入所
判定を行い、入所措置
する。
入所委託先施設を訪問
して、状況把握調査を
行う。

市内及び市外の養護
老人ホーム等に、居宅
での生活が困難な高齢
者を入所措置すること
により、適切な生活の
援護を行うことができま
した。

現行どおり

措置が必要な高齢者に
対し、老人ホーム入所
判定委員会において、
入所判定を行い、入所
措置を行います。継続
入所者については、入
所状況把握調査を行
い、入所措置の継続可
否を判定します。

給付金を支給すること
で、物価高騰により生
活に影響を受けている
世帯の支援を行うこと
ができました。

完了

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨
時交付金を活用した、
令和５年度単年度事業
です。

23

住民税均等割の
み課税世帯等支
援給付金支給事
業
（新規事業）

社会福祉課

コロナ禍における物価
高騰対策として、生活
に影響を受ける度合い
が特に大きい低所得世
帯（住民税均等割のみ
課税世帯等）に対して、
１世帯３万円の給付金
を支給する。

住民税均等割のみ課
税世帯等の各世帯主
に対し、３万円を支給
する。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
支援を必要とする高齢者が在宅生活を維持するために必
要な事業です。

有効性 Ａ
在宅生活を維持するために、必要な経済的支援や精神的
支援を行っています。

効率性 Ａ
緊急通報装置の利用状況報告を活用することで、効率的
に事業を実施しています。

妥当性 Ａ
研修費用の助成は介護人材確保のため、必要な事業で
す。

有効性 Ａ
介護人材を確保することで、高齢者が必要なサービスを
受けることができます。

効率性 Ａ
研修費用の助成事業は、県の補助（補助率３/４）を活用し
ています。

妥当性 Ａ
介護保険法に基づき、所得に応じた介護保険料を負担す
ることで、制度の安定的な運営を行うために必要な事業で
す。

有効性 Ａ

被保険者の所得を正確に把握することにより、適正な保
険料の賦課を行っています。広報、ホームページで納期
内納付の周知・啓発を行うとともに、休日滞納整理等の実
施により、収納率の向上を目指しています。

効率性 Ａ
他課と連携を行いながら、計画的に、効果的かつ効率的
に執行しています。また、事務の電算化により、効率的に
事業を実施しています。

適正な介護保険財政を
運営することができまし
た。

現行どおり

介護保険料の適正な賦
課徴収を行います。広
報、ホームページで納
期内納付の周知・啓発
を行うとともに、休日滞
納整理等の実施により
収納率の向上を目指し
ます。

27
賦課徴収事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課
被保険者が公平に介
護保険料を負担してい
る。

介護保険料賦課処理、
納入通知書発送、介護
保険料収納処理、督
促・催告、滞納整理等
を適正に行う。

25
高齢者在宅生活
支援事業

高齢者支援課

在宅福祉サービスを利
用することでひとり暮ら
し等高齢者や介護者が
安心して暮らすことが
できる。

介護保険サービス以外
の在宅福祉サービス
（緊急通報装置の設
置、介護用品の給付
等）を提供する。

四街道市高齢者保健
福祉計画及び介護保
険事業計画第９期計画
を策定できました。ま
た、研修費の助成によ
り、介護保険サービス
の安定供給に資するこ
とができました。

現行どおり

介護職員初任者研修
及び実務者研修にかか
る研修費用の助成を継
続して実施します。ま
た、令和６年度より新た
に介護支援専門員及び
主任介護支援専門員に
係る研修費の助成を開
始します。

26 介護保険事業 高齢者支援課
高齢者が必要なサービ
スを受け、安心して生
活できる。

介護人材を確保するた
め、介護職員初任者研
修及び実務者研修に
かかる研修費用を助成
する。

在宅福祉サービスの提
供により、高齢者本人
及び介護者の精神的
負担や経済的負担を軽
減することができまし
た。

現行どおり

介護保険サービス以外
の在宅福祉サービス
（緊急通報装置の設
置、介護用品の給付
等）を提供し、在宅生活
を支援します。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
介護保険法の規定に基づき、所得に応じた介護保険料を
負担することで、制度の安定的な運営のために必要な事
業です。市が行わなければならない必要な事業です。

有効性 Ａ
申請者が適正な要介護等認定を受けることにより、状態
に応じた介護保険サービスの選択に寄与しています。

効率性 Ａ
コストの増加傾向を抑えながら適正な認定を担保するた
めに、日常の事務処理を効率化しています。

妥当性 Ａ
要介護（要支援）認定を受けた被保険者に対し、指定介護
サービス事業者などから受けたサービスに要する費用を、
介護保険法に基づき給付しています。

有効性 Ａ

要介護（要支援）認定を受けた被保険者に対し、指定介護
サービス事業者などから受けたサービスに要する費用を、
適正に給付することで、被保険者や家族の負担が軽減さ
れています。

効率性 Ａ
委託や電算化により、効率的に事業を実施しています。ま
た、財源は介護保険法の規定により、国、県、市及び介護
保険料により賄われています。

妥当性 Ａ
低所得の被保険者が安心して施設入所等ができるよう、
介護保険法に基づき給付する事業です。

有効性 Ａ
居住費（滞在費）及び食費の補足給付により、低所得の利
用者が安心して介護施設等に入所できます。

効率性 Ａ
委託や電算化により、効率的に事業を実施しています。ま
た、財源は介護保険法の規定により、国、県、市及び介護
保険料により賄われています。

29

介護・介護予防
サービス等諸費
給付事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

要介護（要支援）認定を
受けた被保険者が適
正な介護給付を受けて
いる。

要介護（要支援）認定を
受けた被保険者に対
し、指定介護サービス
事業者などから受けた
サービスに要する費用
の７～９割を給付する。

介護認定審査会の運
営と認定調査事務の適
正な実施により、申請
者が介護（予防）給付
の種類と量を選択する
ための適切な要介護認
定を行うことができまし
た。

現行どおり
介護保険法の規定に基
づき、迅速かつ公平な
認定を実施します。

30

特定入所者介護
サービス等諸費
給付事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

低所得の被保険者が
安心して施設に入所
し、必要な介護サービ
スを受けることができ
る。

低所得者の施設入所
等に伴う居住費（滞在
費）及び食費の補足給
付を行う。

要介護（要支援）認定を
受けた被保険者に対
し、指定介護サービス
事業者などから受けた
サービスに要する費用
の７～９割を給付しまし
た。

現行どおり
介護保険法に基づき、
適正な介護給付事業を
実施します。

28

要介護等認定事
務事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

要介護・要支援認定申
請を提出した市民が適
正な介護認定調査を受
けることができており、
また、審査会での判定
結果を受理している。

要介護認定申請（新
規・更新・区分変更）受
付業務、資格者証の交
付、認定調査業務、認
定調査委託業務、認定
調査のための会計年
度任用職員雇用、死
亡・転入・転出・取り下
げ処理、介護認定審査
会結果通知、国・県へ
の結果報告等を行う。

低所得者の施設入所
及びショートステイ利用
に伴う、居住費（滞在
費）及び食費の補足給
付を行いました。

現行どおり

低所得の被保険者が
安心して施設に入所
し、必要な介護サービ
スを受けることができる
よう、居住費（滞在費）
及び食費の補足給付を
行います。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
被保険者の負担軽減のため、介護保険法に基づき給付
する事業です。

有効性 Ａ
利用者負担が一定額を超えた場合に、その超えた額を給
付することにより、被保険者が安心して必要な介護サービ
スを受けることができます。

効率性 Ａ
委託や電算化により、効率的に事業を実施しています。ま
た、財源は介護保険法の規定により、国、県、市及び介護
保険料により賄われています。

妥当性 Ａ
要介護（要支援）認定を受けた被保険者が指定介護サー
ビス事業所を利用するために必要な事業です。

有効性 Ａ

千葉県国民健康保険団体連合会に、指定介護サービス
事業所等からの請求明細書の審査・支払事務を委託する
ことにより、要介護（要支援）認定を受けた被保険者が指
定介護サービス事業所を利用できます。

効率性 Ａ
委託により効率的に事務を実施しています。また、財源は
介護保険法の規定により、国、県、市及び介護保険料に
より賄われています。

妥当性 Ａ
要支援や介護予防・日常生活支援サービス事業対象者
が、指定サービス事業者などから受けたサービスに要す
る費用を、介護保険法に基づき給付しています。

有効性 Ａ

要支援や介護予防・日常生活支援サービス事業対象者
が、指定介護サービス事業者などから受けたサービスに
要する費用を適正に給付することで、被保険者や家族の
負担が軽減されています。

効率性 Ａ
委託や電算化により、効率的に事業を実施しています。ま
た、財源は介護保険法の規定により、国、県、市及び介護
保険料により賄われています。

31

高額介護サービ
ス等費給付事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

介護サービス利用の多
い被保険者が安心して
必要な介護サービスを
受けることができる。

被保険者の介護サービ
スに係る利用者負担が
一定額を超えた場合
に、その超えた額を給
付する。

32

審査支払手数料
事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

要介護（要支援）認定を
受けた被保険者が適
正な介護給付を受けて
いる。

千葉県国民健康保険
団体連合会に、指定介
護サービス事業所等か
らの請求明細書の審
査・支払事務の手数料
を支払う。

被保険者の介護サービ
スに係る利用者負担額
が一定額を超えた場合
に、その超えた額を給
付し、被保険者の負担
を軽減しました。

現行どおり

介護サービス利用の多
い被保険者が安心して
必要な介護サービスを
受けることができるよ
う、介護サービスに係る
利用者負担が一定額を
超えた場合に、その超
えた額を給付します。

33

介護予防・日常生
活支援サービス
事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

要支援や介護予防・日
常生活支援サービス事
業対象者が適正な介
護予防・日常生活支援
サービスを受けてい
る。

要支援や介護予防・日
常生活支援サービス事
業対象者が、指定サー
ビス事業者などから受
けたサービスに要する
費用の７～９割を給付
する。

千葉県国民健康保険
団体連合会に、指定介
護サービス事業所等か
らの請求明細書の審
査・支払事務を委託す
るため、その経費を手
数料として支出しまし
た。

現行どおり

要介護（要支援）認定を
受けた被保険者が適正
な介護給付を受けるこ
とができるよう、千葉県
国民健康保険団体連
合会に、指定介護サー
ビス事業所等からの請
求明細書の審査・支払
事務の手数料を支払い
ます。

要支援や介護予防・日
常生活支援サービス事
業対象者が、指定サー
ビス事業者などから受
けたサービスに要する
費用の７～９割を給付
しました。

現行どおり
介護保険法に基づき、
適正な介護給付事業を
実施します。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
地域支援事業に定められており、健康寿命の延伸に向
け、高齢者の健康課題に対応した介護予防事業を実施す
る必要があります。

有効性 Ａ
高齢者の健康課題に対応した事業展開をすることで、効
果的な介護予防・普及啓発を実施する必要があります。

効率性 Ａ
各講座による普及啓発と当時に、住民主体の通いの場を
充実させ、社会参加や通いの場が継続的に拡大していく
ような地域づくりを推進します。

妥当性 Ａ
法令等の定めの中で行う事業であり、高齢者等が専門職
に相談し、支援等を受けることで、安心、安全に生活する
ことができるようにするために必要な事業です。

有効性 Ａ
地域包括支援センターの専門職が、高齢者やその家族等
の相談支援を行うことで、住み慣れた地域で安心安全に
生活することができています。

効率性 Ａ

法令等の定めの中で行う事業であり、地域包括支援セン
ターの運営を業務委託することにより、効率的な事業の実
施ができています。後期高齢者の増加に伴い、センターの
機能強化が必要です。

妥当性 Ａ

法令等の定めの中で行う事業であり、在宅医療と介護の
連携を推進することで、医療と介護の両方を必要とする高
齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最
後まで続けることができるようにするために必要な事業で
す。

有効性 Ａ
在宅医療・介護連携支援センターが各種事業を行うこと
で、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れ
た地域で自分らしい暮らしを続ける一助となっています。

効率性 Ａ
法令等の定めの中で行う事業であり、在宅医療・介護連
携支援センターの設置運営を業務委託することにより、効
率的に事業を実施しています。

34

一般介護予防事
業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

高齢者が介護予防に
取り組むことで、要支
援・要介護状態となら
ずに、住み慣れた地域
でいきいきと暮らせる。

高齢者が個々の介護
予防に取り組めるよう、
介護予防の方法につい
て各種教室で普及啓発
する。
住民主体の通いの場を
充実させ、人と人との
つながりを通じて、参加
者や通いの場が継続
的に拡大していくような
地域づくりを推進する。

35

地域包括支援セ
ンター運営事業
(介護保険特別会
計）

高齢者支援課

高齢者等が、地域包括
支援センターにおいて
専門職に相談し、支援
等を受けることで、住み
慣れた地域で安心、安
全に生活することがで
きる。

地域住民の保健・福
祉・医療の向上を包括
的に支援する中核拠点
である地域包括支援セ
ンターを運営し、総合
相談支援事業、権利擁
護事業、包括的・継続
的ケアマネジメント事業
を行う。
千代田包括の施設管
理を行う。

認知機能チェックや、介
護予防講座、出前講座
等を実施し、介護予防
の普及啓発を行いまし
た。また、リハビリ専門
職による訪問指導を実
施し、高齢者が自立し
た生活を送れるよう支
援しました。
住民主体の通いの場
の活動継続、新規立ち
上げを支援し、歯科衛
生士による口腔体操の
指導を再開しました。
「健康とくらしの調査」
結果を基に、研修会を
実施し、高齢者の健康
課題の分析や介護予
防事業の評価を行いま
した。

現行どおり

「健康とくらしの調査」結
果を基に、フレイル予防
や社会参加促進に重点
をおいた介護予防に取
り組みます。
認知症やフレイルの予
防に向けてた各種講座
や出前講座等を実施し
ます。
地域で交流しながら介
護予防に取り組めるよ
う、住民主体の通いの
場の活動継続、新規立
ち上げ支援を行いま
す。
リハビリテーション専門
職と連携した個別支援
により、高齢者のリエイ
ブルメントに向けた支援
を行います。

36

在宅医療・介護連
携推進事業
(介護保険特別会
計）

高齢者支援課

医療と介護の両方を必
要とする高齢者が、住
み慣れた地域で自分ら
しい暮らしを人生の最
後まで続けることがで
きるよう、在宅医療と介
護を一体的に提供する
ために、医療機関と介
護事業所等の関係者
の連携を推進する。

在宅医療と介護を一体
的に提供するため、在
宅医療・介護連携支援
センターを設置し、医療
機関や介護事業所の
相談支援、顔の見える
関係づくりや研修会等
を行う。また、市民への
在宅医療や介護に関
する普及啓発を行う。

高齢者や関係者からの
相談支援、各種ネット
ワーク会議等の主催・
開催支援などを行い、
高齢者の心身の健康
保持および生活の安定
に寄与することができ
ました。また、千代田包
括の施設管理を行いま
した。

現行どおり

地域住民の保健・福
祉・医療の向上を包括
的に支援する中核拠点
である地域包括支援セ
ンターを運営し、総合相
談支援事業、権利擁護
事業、包括的・継続的
ケアマネジメント事業を
行います。

在宅医療・介護連携支
援センターが、高齢者
を支える専門職からの
相談を受けることで、高
齢者の在宅療養を支援
できました。
医療・介護従事者を対
象に多職種協働研修を
開催し、連携を促進す
ることができました。
市民向けの公開講座
により、在宅医療や介
護に関する知識を普及
することができました。

現行どおり

在宅医療・介護連携支
援センターを運営し、医
療・介護従事者が円滑
に連携ができるよう、相
談対応や多職種協働に
向けた研修会を開催し
ます。また、専門職及び
市民への在宅医療・介
護に関する普及啓発を
行います。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ

法令等の定めの中で行う事業であり、認知症の人の効果
的な支援体制を構築することで、認知症の人が住み慣れ
た地域で安心して暮らし続けることができるようにするた
めに必要な事業です。

有効性 Ａ

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築
や、認知症の人やその家族を支援するための相談支援、
認知症の人に対して効果的な支援が行われる体制が構
築されつつあります。

効率性 Ａ
法令等の定めの中で行う事業であり、初期集中支援チー
ムの業務や認知症地域支援推進員の配置を業務委託す
ることにより、効率的に事業を実施しています。

妥当性 Ａ
法令等の定めの中で行う事業であり、高齢者が多様な日
常生活上の支援を受けることにより、住み慣れた地域で
安心、安全に生活をするために必要な事業です。

有効性 Ａ

生活支援コーディネーターや協議体を設置し、地域のワー
クショップの開催などで地域のニーズと資源の情報把握、
多様な主体への協力依頼等の働きかけ、ネットワーク構
築が進められています。

効率性 Ａ
法令等の定めの中で行う事業であり、生活支援コーディ
ネーターの配置や協議体の設置を業務委託することによ
り、効率的に事業を実施しています。

妥当性 Ａ
国の地域支援事業実施要綱に基づき、実施している事業
であり、高齢者が地域で安心して生活できるようにするた
めに必要な事業です。

有効性 Ａ
国の地域支援事業実施要綱に基づき、実施している事業
であり、高齢者本人や介護者の経済的・精神的な負担を
軽減しています。

効率性 Ａ
国の地域支援事業実施要綱に基づき、効率的に事業を実
施しています。

37
認知症総合支援
事業(介護保険特
別会計）

高齢者支援課

認知症の人が住み慣
れた地域で安心して暮
らし続けられるために、
早期診断・早期対応に
向けた支援体制を構築
する。
また、必要な医療、介
護および生活支援を行
うサービスが有機的に
連携したネットワークを
形成し、認知症の人に
対して効果的な支援が
行われる体制を構築す
る。

認知症の人に早期に
関わり、適切な医療や
介護等につなげるため
の初期集中支援チーム
を設置し、チーム員に
よる支援を行う。
認知症に関する普及啓
発や相談支援を行う。
認知症サポーター等認
知症の人を支援する関
係者の連携を推進す
る。

38
生活支援体制整
備事業(介護保険
特別会計）

高齢者支援課

単身や夫婦のみの高
齢者世帯、認知症の高
齢者が増加する中、医
療、介護のサービス提
供のみならず、NPO法
人、ボランティア等の生
活支援サービスを担う
事業主体と連携しなが
ら、多様な日常生活上
の支援体制の充実・強
化及び高齢者の社会
参加の推進を一体的に
行っていく。

生活支援コーディネー
ターや協議体を設置
し、地域のニーズと資
源の状況把握、地縁組
織等多様な主体への
協力依頼等の働きか
け、関係者のネットワー
ク化、資源開発、ニー
ズとサービス提供主体
のマッチングなどを行
う。

認知症状により、日常
生活に支障をきたして
いる人に集中的に関わ
り、必要な支援につな
ぐことで、安定した生活
が送れるよう支援しま
した。また、オンライン
を活用し、認知症に関
する普及啓発を行いま
した。
認知症カフェを実施し、
認知症の人とその家族
を支援することができ
ました。

現行どおり

認知症の早期診断・早
期対応に向けた支援体
制の構築や、必要な医
療、介護および生活支
援を行うサービスが有
機的に連携したネット
ワークを形成し、認知
症の人に対して効果的
な支援が行われる体制
を構築していきます。

39

地域支援任意事
業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

要介護４・５の認定を受
けている方に、家族介
護用品の給付を行い、
また、市長申し立てや
成年後見制度利用に
係る費用の助成を行う
ことで、要介護者が地
域で安心して生活でき
ている。

在宅の要介護認定者
（要介護４・５）に対し、
介護用品引換券を給付
する。また、高齢者成
年後見制度利用支援
事業として自ら審判請
求ができない、判断力
が十分でない高齢者に
対する市長の審判請求
及び費用の助成をす
る。

ワークショップの開催に
より、地域のニーズや
資源の把握ができまし
た。
地域での支えあいの活
動について、通信の発
行や市政だよりへの掲
載により、周知すること
ができました。
支えあいの情報交換会
を行い、ニーズと多様
なサービス提供主体の
マッチングができまし
た。

現行どおり

生活支援コーディネー
ターが、地域でのワー
クショップや住民、民間
企業も含めた情報交換
会を開催し、ニーズと
サービス提供主体の
マッチングやネットワー
ク構築等を進めていき
ます。また、生活支援
コーディネーターと多様
な主体間で情報共有及
び連携・協働が行える
よう、地域支えあい推
進会議を開催し、体制
整備を推進します。

介護用品引換券の給
付を行うことにより、高
齢者本人や介護者の
精神的・経済的な負担
を軽減することができ
ました。成年後見人等
が必要な方の市長申
立て事務や成年後見
人等への報酬費の助
成を行うことで、財産管
理や身上監護の支援を
行うとともに、報酬費支
払いが困難な方への経
済的支援を行うことが
できました。

現行どおり

在宅の要介護認定（介
護４〜介護５）を受けて
おり、かつ市民税が課
税されていない方に介
護用品引換券を給付し
ます。また、高齢者成
年後見制度利用支援
事業として、自ら審判請
求ができない、判断能
力が充分でない高齢者
に対する市長の審判請
求及び費用、報酬費用
の助成をします。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
介護給付費の適正化のため、国より実施が求められてい
る事業です。

有効性 Ａ
不適切な請求等を抽出し、事業者に点検を促すことや、介
護給付費通知により、利用者が自己点検を行うことによ
り、介護給付が適正化されます。

効率性 Ａ
委託や電算化により、効率的に事業を実施しています。ま
た、財源は介護保険法の規定により、国、県、市及び介護
保険料により賄われています。

妥当性 Ａ 介護保険法の地域支援事業に位置付けられています。

有効性 Ａ
介護サービス利用者の不安・不満を解消し、サービス内
容が改善されることで、質の高いサービスを受けることが
できます。

効率性 Ａ
対象サービスや訪問回数などを精査し、効率的に実施し
ています。また、財源は介護保険法の規定により、国、
県、市及び介護保険料により賄われています。

妥当性 Ａ
国の地域支援事業実施要綱に基づき実施している事業で
あり、介護者支援するため、及び高齢者が地域で安心し
て生活するために必要な事業です。

有効性 Ａ
国の地域支援事業実施要綱に基づき実施している事業で
あり、高齢者の安全や介護者の精神的負担を軽減してい
ます。

効率性 Ａ
国の地域支援事業実施要綱に基づき、効率的に事業を実
施しています。

40

介護給付費等費
用適正化事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課

介護保険制度の適切
な運営により、介護給
付費が適正に支出され
ている。

介護給付適正化システ
ムによる不適切な請求
等の抽出、介護給付費
通知による利用者の自
己点検等により、介護
給付費を適正に支出す
る。

41
介護相談員派遣
事業（介護保険特
別会計）

高齢者支援課

介護サービス利用者の
不安・不満を解消し、
サービス内容が改善さ
れることで、質の高い
サービスを受けること
ができる。

市が委嘱した相談員
が、適宜介護保険施設
を訪問し、サービス利
用者から日常抱えてい
る疑問や不安を聴き、
サービス提供事業者と
の調整を行う橋渡し役
を担う。介護サービス
の質の向上を目指すた
め、利用者の苦情やト
ラブルを未然に防ぐ。

介護給付費を適正に支
出することができまし
た。

現行どおり

適正な介護保険の給付
を行うため、介護給付
適正化システムによる
不適切な請求等の抽出
や照会を行います。

42
認知症高齢者見
守り事業(介護保
険特別会計）

高齢者支援課

認知症高齢者が住み
慣れた地域で安心して
暮らしていけるよう、地
域の見守り体制を構築
する。
認知症により外出先か
ら家に帰ることができな
い高齢者等を介護する
者の精神的負担の軽
減および高齢者等の安
全が確保できる。

認知症などにより、外
出先から帰ることがで
きなくなった高齢者の
家族と連絡を取るため
のシールを配布する。
市民が認知症について
の理解を深める認知症
サポーターを養成す
る。
認知症サポーターが地
域での支援を行えるよ
うにステップアップ講座
を開催する。

新型コロナウイルス感
染症の影響により事業
を休止しておりました
が、令和５年１２月より
事業所への訪問を再開
しております。また、連
絡会については３回開
催し、事業再開に向け
て意見交換を行いまし
た。

現行どおり

介護保険法の地域支
援事業に位置付けられ
ていることから、今後も
事業を継続して行いま
す。

認知症により、外出先
から帰ることができない
高齢者へシールを配布
することにより、介護者
の精神的負担の軽減
や高齢者等の安全が
確保できました。
認知症について理解の
ある認知症サポーター
の養成を行いました。
認知症サポーターか
ら、支援を行っていただ
けるオレンジボランティ
アを養成しました。

現行どおり

サービスを必要としてい
る方が利用できるよう
に事業の周知を行いま
す。
認知症高齢者が住み
慣れた地域で安心して
暮らしていけるよう、地
域の見守り体制を構築
していきます。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
介護保険法の規定に基づき実施している必要な事業で
す。

有効性 Ａ
介護保険料の還付を適正に処理することで、納付者の公
平性が確保されます。

効率性 Ａ 委託や電算化により、効率的に事業を実施しています。

妥当性 Ａ
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、千葉県後期
高齢者医療広域連合より委託を受けて実施している必要
な事業です。

有効性 Ａ
疾病の重症化予防と介護予防の双方を踏まえて支援する
ことで、後期高齢者の健康保持、増進や介護予防を効果
的に推進することができます。

効率性 Ａ

国保データベースシステムを活用することで、後期高齢者
の健康課題に応じた普及啓発活動を実施します。また、
支援の必要性が高い対象者を抽出して、支援をしていま
す。

妥当性 Ａ
コロナ禍における物価高騰下において、介護サービス事
業の継続は必要です。

有効性 Ａ
市内の介護事業所のサービス提供継続に寄与しており、
有効な事業です。

効率性 Ａ
国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金を活用した事業です。

43

第１号被保険者
保険料還付事業
（介護保険特別会
計）

高齢者支援課
該当する被保険者が介
護保険料の還付を適正
に受けている。

誤納付及び資格喪失
者の保険料還付処理を
行う。

44
一体的実施事業
(介護保険特別会
計）

高齢者支援課

高齢者の保健事業と介
護予防事業を一体的に
実施することで、効果
的かつ効率的に高齢
者の健康を保持増進す
る。

国保データベースシス
テムを活用したデータ
分析を行い、通いの場
への積極的な関与や
電話・訪問による個別
支援を行う。

介護保険料収納額が
適正化されました。

現行どおり

過誤納の把握を速やか
に行い、できる限り短期
間に還付処理を行いま
す。

介護保険サービスの提
供を継続する事業者に
対して支援金を支給
し、事業所の安定かつ
継続的なサービスの提
供を支援することがで
きました。

完了

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨
時交付金を活用した、
令和５年度単年度事業
です。

45

電力・ガス・食料
品等価格高騰対
策介護サービス
事業所支援事業
（新規事業）

高齢者支援課
高齢者が必要なサービ
スを受け、安心して生
活できる。

コロナ禍におけるエネ
ルギー等の物価高騰
の影響を受ける市内介
護保険サービス事業者
の負担を軽減し、安定
かつ継続的なサービス
の提供を支援するた
め、支援金を支給す
る。

国保データベースシス
テムの活用により、後
期高齢者の健康課題
の抽出を行いました。
通いの場での健康教育
や訪問指導を実施し、
フレイル予防や健康診
査について普及啓発す
ることができました。

現行どおり

国保データベースシス
テムを活用したデータ
分析とＪＡＧＥＳの分析
結果をもとに、通いの場
への積極的な関与や電
話・訪問による個別支
援を行います。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ

介護事業者等が補助金交付により支援され、安定した運
営をするために必要な事業です。
高齢者が老人福祉施設を活用し、住み慣れた地域で生活
を継続するために必要な事業です。

有効性 Ａ
介護事業者等に対し介護施設等整備事業補助金等を適
正に交付することで、介護保険事業計画に位置付けた老
人福祉施設の整備を効果的に推進することができます。

効率性 Ａ

県の交付要綱の基準に基づき、補助金を交付することで、
施設等の効率的な整備が行えています。
県からの交付金を活用することで、施設等を効率的に整
備しています。

妥当性 Ａ

障害者基本計画は障害者基本法第１１条で定められた事
業であり、その中に掲げた取組について、関係各課に照
会し、計画の進捗を管理することは障害福祉の推進に必
要な事業です。

有効性 Ａ
各課実施事業の進捗管理を行うことにより、事業の方向
性を再確認することができます。

効率性 Ａ

進捗状況調査の負担軽減のため、記入要領をより分かり
やすくし、調査項目も必要最少限にしています。また、障
害福祉計画・障害児福祉計画については、策定の委託は
行っておらず、職員で策定することで経費を削減していま
す。

妥当性 Ａ

市による障害者自立支援協議会の設置は総合支援法で
定められており、またグループホームの運営費及び家賃
助成は、県の補助金対象事業となっています。その他、各
委託事業や福祉作業所の運営は、障害のある人の支援
として必要な事業です。

有効性 Ａ
障害者自立支援協議会を中心として、障害福祉に係る地
域ニーズや地域課題を整理し、課題解決に向けて取り組
むことができています。

効率性 Ａ
国・県の補助金を活用し、事業を実施しています。また、
専門性が必要な事業は、委託や指定管理等により実施す
る等、効率的に事業を実施しています。

補助金の交付により、
介護事業者等の安定し
た運営に資することが
できました。

完了

施設整備事業を行う介
護事業者等からの申請
により、介護施設等整
備事業補助金等を交付
しました。介護保険事
業計画に位置付けた認
知症対応型共同生活
介護施設の整備を促進
しました。

46
老人福祉施設整
備事業

高齢者支援課

介護事業者等が補助
金交付により支援さ
れ、安定した運営が行
われる。
高齢者が介護施設等を
利用し、住み慣れた地
域において継続して日
常生活を営むことがで
きる。

施設整備事業を行う介
護事業者等からの申請
により、介護施設等整
備事業補助金等を交付
する。

48
障害福祉推進事
業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

四街道市障害者自立
支援協議会や福祉作
業所の運営、障害者優
先調達事業などを円滑
に実施することにより、
地域の障害者福祉が
向上している。

四街道市障害者自立
支援協議会や福祉作
業所の運営、障害福祉
団体の育成、障害者優
先調達事業の実施、障
害者グループホームの
運営費や家賃助成、障
害者スポーツ大会に関
する取りまとめ等を行
う。

各課の実施事業に係る
調査シートにより、進捗
状況調査を実施しまし
た。
第７期障がい福祉計
画・第３期障がい児福
祉計画は、期間を３年
に１度から６年に１度に
変更し策定しました。

現行どおり

第５次四街道市障がい
者基本計画の策定支
援と、計画策定にあ
たって実施する、保健
福祉審議会等の会議
開催にかかる参画や運
営支援を行います。

47
障害者基本計画
等推進事業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

障害のある人が地域で
その人らしく生活するた
めの、基本理念が定
まっている。
国の指針に基づき、３
か年の障害福祉サービ
ス見込み量が定まって
いる。

障害者基本計画を策定
し各年度における進捗
管理を行う。
障害福祉計画・障害児
福祉計画を策定する。

四街道市障害者自立
支援協議会の運営を円
滑に実施したほか、グ
ループホームの運営費
や家賃助成の実施、福
祉作業所の運営を指定
管理により行い、地域
の福祉向上に寄与しま
した。また、福祉作業所
の指定管理者の公募を
行い、締結しました。

現行どおり

四街道市障がい者自立
支援協議会の各部会
の活動等、各事業を円
滑に実施し、地域の障
がい福祉の向上に寄与
します。また、災害時に
安心して避難できる環
境の整備のため、民間
施設等の指定福祉避
難所における備品や備
蓄物資の購入支援を行
います。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
障害者手帳を所持する方々は、年々増加している傾向の
ため、障害のある人の関わり方などの知識を得ることを目
的とした講演会は、今後も必要な事業です。

有効性 Ａ
心の健康相談を１回実施し、心の悩みの相談を受けること
で、適切な助言や関係機関へのつなぎを行っています。

効率性 Ａ
障害福祉の普及啓発について、基幹相談支援センター運
営事業等に統合して実施し、業務の効率化につなげてい
ます。

妥当性 Ａ
障害者総合支援法第２条により、市の責務で行わなけれ
ばならない事業であることから、必要な事業です。

有効性 Ａ

自立支援給付事業は、日中活動支援や居住支援など、障
害者の生活の場を確保するサービスを提供しており、安
定してサービス提供することで、障害のある人の自立を支
援しています。

効率性 Ａ
実施方法については、国の法律に定められており、必要
な事務の電算化により、効率的に実施しています。

妥当性 Ａ
障害者総合支援法第２条により、市の責務で行わなけれ
ばならない事業であることから必要な事業です。

有効性 Ａ
地域生活支援給付は、外出支援や日中預かりを提供する
ものであり、安定して提供することにより、障害のある人の
生活が支援されています。

効率性 Ａ
国の法律に基づいて実施しています。また、事務処理に
必要な電算化をしています。

49
障害福祉啓発事
業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

市民に対し、障害福祉
に関する普及啓発を行
い、障害福祉に対する
理解が深まっている。
精神科の専門医に相
談できる場を作り、相
談者に必要とされる精
神保健福祉や医療が
提供されている。

障害福祉の普及啓発
のため、講演テーマに
精通した医師等による
講演会を開催する。
心の健康相談を実施
し、心の悩みを相談す
る場を設ける。

50
障害者自立支援
給付事業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

障害のある人が障害福
祉サービスを利用する
ことにより地域で自立し
た生活を営んでいる。

自立支援給付事業とし
て居宅介護、施設入所
支援、自立訓練、就労
移行支援等の障害福
祉サービスに係る介護
給付費等の支給や、自
立支援医療費及び補
装具費の支給等を行
う。

心の健康相談を１回実
施し、心の悩みを相談
する場を設けました。
（講演会については、
基幹相談支援センター
運営事業等に統合して
実施しました。）

廃止

心の健康相談について
は、申込者が減少して
いることや、相談員を依
頼している医師が退職
されたことから、事業を
廃止します。代替事業
として、街かど心の相談
や基幹相談支援セン
ターでの相談により対
応します。
（講演会は、基幹相談
支援センター運営事業
等に統合して、障がい
福祉の普及啓発のため
の周知は、内部管理事
業において実施しま
す。）

51
地域生活支援事
業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

障害のある人が障害福
祉サービスを利用する
ことにより地域で自立し
た生活を営んでいる。

移動支援、日中一時支
援等にかかる地域生活
支援給付費を支給す
る。日常生活用具の給
付、意思疎通支援を行
う。

自立支援給付事業の
各サービスを、必要と
する障害者に適切に提
供し、障害福祉の向上
に寄与しました。

現行どおり

この事業は、直接的に
障がい者の福祉増進に
繋がることから、障がい
者や家族に対し、制度
やサービスの内容の周
知を行います。

地域生活支援給付費
の支給、日常生活用具
の給付等により、障害
のある人の生活が向上
されました。

現行どおり

障がいのある人のニー
ズを踏まえ、地域の実
情に応じた地域生活支
援事業を効率的・効果
的に実施します。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ

特別障害者手当は、法定受託事務であり、重度知的障害
者ねたきり障害者福祉手当、重度心身障害者医療費助成
は県の補助対象事業です。その他は市の単独事業です
が、障害者の経済的負担の軽減をするうえで必要な事業
です。

有効性 Ａ
障害のある人に対する直接的な支援により、障害者の経
済的な負担が軽減されています。

効率性 Ａ
事務に必要な電算化は完了しており、また、重度心身障
害者医療費助成の現物給付の実施により、事務処理が軽
減されています。

妥当性 Ａ
障害者支援施設通所交通費助成などについては、市の単
独事業ですが、障害のある人の支援として必要な事業で
す。

有効性 Ａ
在宅の障害者が増加傾向にある中、通所や外出などの援
助を継続して実施することにより、障害のある人の在宅に
おける生活が向上しています。

効率性 Ａ
事業の実施にあたり、必要最低限の人員で効率的に事業
を実施しています。

妥当性 Ａ
障害者総合支援法第77条により、市の責務で行わなけれ
ばならない事業であることから、必要な事業です。

有効性 Ａ
障害のある人や家族の相談に専門知識や資格を有する
相談員が対応することにより、適切なサービスを提供する
ことができます。

効率性 Ａ
委託により相談窓口の増加及び専門知識や資格を有する
相談員の確保がされており、市民サービスの向上及び人
件費の軽減に繋がっています。

52 経済支援事業
障がい者支援
課
(障害者支援課)

重度障害者等に、手当
や助成金を給付するこ
とにより、経済的な負
担が軽減されている。

特別障害者手当、重度
知的障害者ねたきり身
体障害者福祉手当、重
度心身障害者医療費
助成、精神障害者医療
費助成、手帳取得助成
等、手当助成金の支給
を行う。

53
在宅生活支援事
業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

障害者が、様々な障害
福祉サービスを利用
し、在宅生活を維持で
きている。

福祉タクシー利用料の
支払い、緊急通報装置
の使用料の支払、障害
者支援施設通所交通
費の助成等、在宅での
生活を支援するための
対象者の認定事務及
び支払い事務を行う。

重度心身障害者医療
費助成、精神障害者医
療費助成金の他、各種
手当の事業を円滑に実
施し、受給者に対し適
切な給付を行うことで、
経済的負担が軽減され
ました。

現行どおり

障がいのある人の経済
的負担の軽減につなが
るよう、医療費の助成
や福祉手当の支給事
業を円滑に,実施しま
す。

54
障害者相談支援
事業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

障害のある人とその家
族の相談に対して、相
談窓口を設置し、多岐
に渡る相談に応じ、解
決に向け関係機関との
連携、福祉サービスの
利用につなげる。

障害のある人とその家
族の相談に対して、適
切な助言を行い、悩み
を解決するための相談
支援を実施する。また、
障害支援区分を認定す
るための審査会の運営
と成年後見制度を利用
する際の支援を実施す
る。

タクシー利用料に関し、
費用の一部の助成を行
う他、障害者支援施設
通所交通費の助成等、
障害のある人の外出促
進に寄与しました。

現行どおり

障がいのある人のニー
ズを踏まえ、地域の実
情に応じた在宅生活支
援事業を効率的・効果
的に実施します。

障害支援区分を認定す
るための審査会の運営
と成年後見制度を利用
する際の支援を行った
ほか、障害のある人と
その家族の相談に対し
て、適切な助言を行
い、悩みを解決するた
めの支援を行いまし
た。

現行どおり

多様化する相談内容に
応じ、基幹相談支援室
や関係機関と連携を強
化していきます。また、
成年後見人の利用支
援も継続して行っていき
ます。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ
障害者総合支援法第２条により、市の責務で行わなけれ
ばならない事業であることから必要な事業です。

有効性 Ａ
聴覚、言語・音声機能障害者に手話通訳者が対応するこ
とにより、意思疎通が円滑に行われています。

効率性 Ａ
聴覚、言語・音声機能障害者に対してのコミュニケーショ
ンツールとして手話で対応することで、対応時間が削減さ
れています。

妥当性 Ｂ
障害者就労支援センターが平成２７年度で廃止となった
後、転用に向け関連課と具体的な協議が必要となります。

有効性 Ｂ
障害者就労支援センターが平成２７年度で廃止となった
後、転用に向け関連課と具体的な協議が必要となります。

効率性 Ｂ
障害者就労支援センターが平成２７年度で廃止となった
後、転用に向け関連課と具体的な協議が必要となります。

妥当性 Ａ
第６期四街道市障害者福祉計画・第２期四街道市障害児
福祉計画に基づき、様々な障害福祉支援体制を整備して
います。

有効性 Ａ
障害のある人や家族、関係機関からの相談件数の実績
が目標を満たしています。

効率性 Ａ
障害者自立支援協議会生活部会を開催し、事業の方向
性を検討し、実施をしています。また、必要に応じて補助
金等の活用をしながら、事業を実施しています。

55
意思疎通支援事
業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

聴覚、言語・音声機能
障害のため、意思疎通
を行うことに支障があ
る障害者のために、コ
ミュ二ケーションがとれ
るよう手話通訳者を設
置する。

聴覚、言語・音声機能
障害のため、意思疎通
を行うことに支障があ
る障害者のために、手
話通訳者、要約筆記者
を派遣する。また、市役
所での諸手続きにおい
て、コミュニケーション
がとれ円滑に手続きが
行えるよう手話通訳者
を設置する。

56
旧障害者就労支
援センター施設管
理事業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

旧障害者就労支援セン
ター施設が管理されて
いる。

事業廃止となった施設
の建物について、あり
方を検討する。

手話通訳者の派遣及
び設置により、意思疎
通に手話等を必要とす
る障害のある人と、健
聴者との意思疎通を支
援することができまし
た。また、手話奉仕員
を育成するために手話
奉仕員養成講座(後期）
を実施しました。

現行どおり

聴覚、言語・音声機能
障害により不利益を生
じないように意思疎通
が円滑に行うために手
話通訳者等の派遣が
必要です。また、手話
奉仕員を育成し、通訳
者を増やす機会を提供
します。

57
基幹相談支援セ
ンター運営事業

障がい者支援
課
(障害者支援課)

障害のある人や家族か
らの相談、また、関係
機関からの困難事例に
対応することで、障害
のある人が安心して地
域で暮らしていくことが
できる。

総合的かつ専門的な相
談支援、地域の相談支
援体制の強化、地域移
行及び地域定着の促
進、権利擁護、地域生
活拠点等の整備等を行
う。自立支援協議会生
活部会を運営する。ま
た、市民に対し、障害
に関する普及啓発のた
めの講演会を開催す
る。

事業廃止となった建物
について、転用予定と
なりました。

休止

公共施設再配置計画に
より、防災備蓄倉庫とし
ての転用予定となった
ことから、あり方検討委
員会での検証は休止
し、関係課と協議を進
めていきます。

医療的ケア児等支援協
議会を開催し、医療的
ケア児等の支援体制を
構築について、一定の
方向性を定める事がで
きました。障害者自立
支援協議会の生活部
会において、地域生活
支援拠点等の整備に
ついて話し合いを行
い、事業として開始す
る事ができました。精神
障害にも対応した地域
包括ケアシステムの整
備について、未だ方向
性が定まらないことか
ら、今後も会議等で話
し合いを進めていきま
す。

現行どおり

昨年度同様、医療的ケ
ア児等支援協議会の会
議を年２回開催し、医療
的ケア児者等の支援体
制の構築を進めていき
ます。また、自立支援
協議会生活部会の作
業部会として、精神障
がいにも対応した地域
包括ケアシステム構築
作業部会を年２回開催
し、精神障がい者の地
域移行支援体制の構
築を進めていきます。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 福祉サービス部   

具体的な内容

令和６年度

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針

妥当性 Ａ

コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の価格高騰によ
る影響が続く中、支援を必要とする方々への生活維持に
必要なサービスを安定的に提供する支援は必要性が高い
です。

有効性 Ａ
障害福祉サービス事業所へ奨励金を支給することにより、
支援を必要とする方々への生活維持に必要なサービスを
安定的に提供し、事業継続支援の一助となっています。

効率性 Ａ

入所施設とそれ以外の施設の２通りで定額支給したことに
より、短期間で効率的に支給することができました。また、
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活
用しています。

妥当性 Ａ
児童発達支援を実施するにあたり、重要な衛生管理およ
び安全確保などの環境整備のために必要な事業です。

有効性 Ａ

施設の安全整備を行うことにより、児童発達支援実施中
の怪我や事故を防ぐことができています。衛生・清掃用品
等を購入するなどの衛生管理によりハウスダスト等による
被害を防ぐことができています。

効率性 Ａ
わろうべの里と施設管理を一体的に行うことで、業務委託
のコストを抑え、効率的な施設管理業務を行っています。

妥当性 Ａ
心身の発達に支援を要する児童に対して重要である早期
療育の場の提供、またその保護者への指導・助言を地域
の中で行っており、必要性の高い事業です。

有効性 Ａ

心身の発達に支援を要する児童が、日常生活における基
本的動作や集団生活への適応訓練などの早期療育を一
人ひとりの発達に応じて受けることができ、また保護者が
こどもの成長発達について相談できる場の提供ができて
います。

効率性 Ｂ

児童福祉法に基づき、児童一人ひとりが平等に、その発
達に応じた適切な指導・訓練を受けられるようクラス編成
やプログラム内容の工夫をしていますが、利用者数を増
やす取組を引き続き行う必要があります。

58

電力・ガス・食料
品等物価高騰対
策障害福祉サー
ビス等事業所支
援事業
（新規事業）

障がい者支援
課
(障害者支援課)

コロナ禍において、電
力・ガス・食料品等の価
格高騰の影響を受け
る、市内障害福祉サー
ビス等事業者に対し、
支援を必要とする方々
への生活維持に必要な
サービスを安定的に提
供し、事業継続を支援
する。

市内の障害福祉サービ
ス事業所等に支援金を
支給する。

59
児童デイサービス
センター施設管理
事業

障がい者支援
課児童デイサー
ビスセンター
（障害者支援課
児童デイサービ
スセンター）

安全・清潔な施設利用
ができる。

児童デイサービスセン
ター建物の管理業務を
行う。

市内の障害福祉サービ
ス事業所のうち、入所
施設１０施設に２０万
円、その他の２５施設
に１０万円、奨励金を支
給しました。

完了

新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨
時交付金を活用した、
令和５年度単年度事業
です。

心身の発達に支援を必
要とする児童に対し、
日常生活における基本
的な動作の指導、集団
生活への適応訓練を行
うとともに、保護者への
指導、助言を行いまし
た。また、令和５年度実
施した「在り方検討委
員会」での検討結果に
基づき、利用者ニーズ
に適した療育内容の見
直しや通常プログラム
とは別に小グループや
個別プログラムを実践
するなど個々の発達に
応じた療育を実施し、
利用者数を増やす取組
を行いました。

一部改善

心身の発達に支援を必
要とする児童に対し、日
常生活における基本的
な動作の指導、集団生
活への適応訓練を行う
とともに、保護者への指
導、助言を行います。ま
た、利用者のニーズや
発達に応じたグループ
編成や個別プロクラム
を実施していきます。

60
児童発達支援事
業

障がい者支援
課児童デイサー
ビスセンター
（障害者支援課
児童デイサービ
スセンター）

児童一人ひとりの発達
に応じた適切な指導・
訓練が受けられる。

心身の発達に支援を必
要とする児童に対し、
日常生活における基本
的な動作の指導、集団
生活への適応訓練を行
うとともに、保護者への
指導、助言を行う。

わろうべの里と施設管
理を一体的に行いなが
ら、利用者に安全・清
潔な施設を提供できま
した。

現行どおり
わろうべの里と施設管
理を一体的に行いま
す。
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